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設置される場合には，地方自治法 138 条の 4第 3項で「法律又は条例の定め
るところにより」設置することが求められる。自治体に設置が予定される協


























議会設置条例では，次世代育成支援対策推進法第 21 条第 1 項に規定する次
世代育成支援対策地域協議会，児童福祉法第 25 条の 2 第 1 項に規定する要




















による構成員の追加について明示的には規定していない（同法 38 条 4 項， 40 条
4 項）。とはいえこれは例外であり，ほとんどの法律は構成員の属性について
























業活性化協議会，港湾法 50 条の 3 第 1 項における港湾管理者の協議会など
である。
他方で，公私間の協議会について規約を定めて組織するとの定めをする法
























































































































































































聴取 （9条 6項）， 事業者による事業計画の申請前の協議会での協議 （42 条 1項， 
48 条 1 項） といった形で行政活動に関与するものであり， まちづくり協議会と
類似する面がある。しかしながら，市町村が追加的構成員と規定されており






















































（都市計画法 21 条の 2 第 2 項），景観計画の提案（景観法 11 条 2 項）の主体で，「条
例で定める団体」として，認定協議会がまちづくり条例や景観条例等で追加
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（街） づくり協議会，地区まち （街） づくり協議会だけでなく，まちづくり団体，土
地利用協議会，景観形成協議会など様々なものがある。
　　 なお，まちづくり協議会との名称ではあるが諮問機関として設置されるものもあ





































34）　東近江市協働のまちづくり条例 17 条・18 条。学区単位での協議会として，草津



















40）　これらは地方自治法 260 条の 2 における地縁団体の認可要件と類似しており，地
域代表制を担保するための要件である。
41）　東大和市街づくり条例 13 条，狛江市まちづくり条例 32 条，鎌倉市都市景観条例
8条 2項，草加市景観条例 8条など。
42）　東大和市街づくり条例 21 条 1 項，狛江市まちづくり条例 28 条 1 項など。



















つとして扱われたりしている（宇賀克也『行政法概説 III〔第 5 版〕』〔有斐閣，2019
年〕72–73 頁）。④としては，開発に係る条例などにおいて事業者等に対する手続的
義務として住民等との協議を求めるなどの例がある。























稀記念  現代行政法の構造と展開』〔有斐閣，2016 年〕344 頁）という観点から，そ
の正統性確保や法的統制が考察される必要がある。既に，都市計画提案制度に関し
ては，共同決定権の付与に近接しているとの指摘がなされており（野田崇「私人に













20H00055），及び 2020 年度南山大学パッヘ研究奨励金 I-A-2 を受けた研究成
果の一部である。
